
 

 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災津波による行方不明者の海底再捜索の請願採択－陸前高田市議

会 

 16 日閉会した陸前高田市議会は、行方不明者の海底再捜索の請願を採択しまし

た。同請願には市の人口を上回る 28,125 人分の署名が寄せられていました。 

 同市は死者 1602 人（関連死含）、行方不明者 205 人、家屋倒壊 4044 棟と県内最

大の被害となり、市の中心部は壊滅し、現在新たな街づくりが進行中です。 

         7日、紙智子議員は参院予算委員会で政府が 8日国会提出予定のＴＰＰ法案提出を中 

        止せよと迫ると同時に、ＴＰＰがいかに国会決議に背いているかを徹底して追及しまし

た。ＴＰＰはコメや牛肉などの農産物を含め関税を原則撤廃、輸入拡大、食の安全、著

作権、雇用、医療などあらゆる分野で多国籍企業に有利なアメリカ中心のルールを押し

付けるものです。紙議員は、13 年国会決議ではコメや麦など農産物重要 5 品目は関税

撤廃の対象から「除外」するとしていたが交渉で除外できたのかと追及。石原経産大臣 

は「ＴＰＰに『除外』はない」と答弁し交渉で「除外」要求していないことを認めました。さらに紙議員 

は農業への影響試算を取り上げ、3年前の試算では農産物の生産減少額が 3兆 2000億円から 1300億円に 

大幅に減少した問題を追及し、影響試算のデタラメさを指摘しました。 

    東日本大震災 5年 “住まい難民”出すな！ 

 16日、参院予算委員会で紙議員は東日本大震災による“住まい難民”を出さない為、被災者の実態に 

合わせた制度変更を求めました。大震災から 5年が経過し、いまだ避難者 17.4万人、仮設入居者 14万人 

にのぼっています。紙議員は仮設住宅の痛みから『ブルーシートで生活しろというのか』という被災者の 

声を紹介しつつ「仮設から自宅や災害公営住宅に移り生活が営まれてこそ街も復興する」とし、災害公営 

住宅を希望しながら入居できない被災者に対して入居要件の緩和を求めました。石井国交大臣は要件の緩 

和には応じませんでした。また被災者が仮設から民間賃貸住宅に移るため家賃補助を要求、「みなし仮設 

を『借上げ災害公営住宅』とすれば家賃補助できるのではないか」と質しました。高木復興大臣は「借上 

げ災害公営住宅として提供すれば被災者の家賃負担が軽減される」と答えました。 

 15日、県議会・予算特別委員会で斉藤信県議が質疑に立ち、孤独死を出さない 

取り組みについて質しました。 

 県内の仮設での孤独死は 52人になっています。斉藤県議は「隣の住人がど 

んな人か分からない」「重い扉で外に出なくなった」という災害公営住宅入居 

者の声を紹介し、仮設住宅以上に災害公営住宅での孤立化が進行していると指 

摘。来年度にかけ仮設から災害公営住宅に大規模に移行するのに伴い「仮設住宅 

と同様に支援員の配置を」と求めました。復興局の小笠原隆行生活支援課課長は「今年は生活支援相談

員を 178名配置しているが、来年度は 193名の配置を計画している」と答弁。また市町村が雇用する見

守りのための支援員（現在 187名）も増員の予定になっていることが明らかになりました。 

 斉藤県議は被災者の生活再建があってこそ復興と言える、そうした立場で取り組みを強化するよう求

めました。中村一郎復興局長は「災害公営住宅に入居すれば生活再建したとは考えていない、その後も 

しっかりフォローしながら取り組んでいきたい」と述べました。 


